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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は連結財務諸表及び中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度及び中間連結会計期間

に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。 

２．売上高について、消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社に対する投資の重要性が乏しいため記載しておりま

せん。 

回次 第22期中 第23期中 第24期中 第22期 第23期 

会計期間 

自平成16年 
６月１日 
至平成16年 
11月30日 

自平成17年 
６月１日 
至平成17年 
11月30日 

自平成18年 
６月１日 
至平成18年 
11月30日 

自平成16年 
６月１日 
至平成17年 
５月31日 

自平成17年 
６月１日 
至平成18年 
５月31日 

売上高 (千円) 28,882,719 18,720,247 26,187,157 60,689,646 46,910,937 

経常利益 (千円) 2,515,283 1,136,356 1,954,000 4,547,421 3,492,762 

中間（当期）純利益 (千円) 1,430,703 658,665 1,154,259 2,584,112 1,961,704 

持分法を適用した場合

の投資利益 
(千円) － － － － － 

資本金 (千円) 1,429,020 1,429,020 1,429,020 1,429,020 1,429,020 

発行済株式総数 （株） 240,400 240,400 240,400 240,400 240,400 

純資産額 (千円) 10,003,722 11,118,311 12,972,035 10,913,507 12,176,122 

総資産額 (千円) 28,072,703 28,974,975 27,215,257 25,506,247 25,719,510 

１株当たり純資産額 （円） 41,612.82 46,249.22 53,960.21 45,397.28 50,649.43 

１株当たり中間（当

期）純利益金額 
（円） 6,106.81 2,739.87 4,801.41 10,888.18 8,160.17 

潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利

益金額 

（円） － － － － － 

１株当たり配当額 （円） 1,000 1,000 1,000 2,900 2,500 

自己資本比率 （％） 35.6 38.4 47.7 42.8 47.3 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー 
(千円) 1,053,853 △9,006,550 2,016,490 5,441,191 △2,730,912 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー 
(千円) 50,397 7,749 △2,495 △107,470 △33,843 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー 
(千円) 1,777,140 3,809,240 540,400 △2,277,030 △1,983,460 

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高 
(千円) 6,796,829 1,782,568 4,778,307 6,972,129 2,223,913 

従業員数 （人） 172 212 256 205 235 



４．潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

５．従業員数は就業人員であり、社外から当社への出向者及び派遣社員が含まれております。 

６．当社は平成16年7月20日付をもって株式1株につき3株の株式分割を行っております。 

なお、第22期中間及び第22期の1株当たり中間（当期）純利益は、この株式分割が期首に行われたものとし

て計算しております。  



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。 

また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間における関係会社の状況について、重要な異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員数であり、社外から当社への出向者等が含まれております。 

(2) 労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年11月30日現在

従業員数（人） 256 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間会計期間の日本経済は、企業収益の改善が進み、民間設備投資が増加する等堅調に推移いたしました。 

 また、個人消費も雇用環境の改善効果等により増加基調で推移し、全般的には景気は穏かに拡大しております。 

 不動産及び住宅産業界では、雇用者所得の増加、政府の住宅政策の継続などを背景に、需要は引き続き堅調に推移

しております。しかしながら、都心部では地価の上昇、郊外では土地仕入や販売における他社との競合激化等厳しい

状況にあります。 

 このような環境において、当社では「より良いものをより安く、より早く」の信念のもと、徹底した原価管理と品

質向上に努め、良質な戸建分譲住宅を提供してまいりました。 

 また、営業面におきましては、平成18年7月に千住営業所（東京都足立区）・立石営業所（東京都葛飾区）・町田

営業所(神奈川県相模原市）・蓮田営業所（埼玉県蓮田市）を、平成18年8月には西船橋営業所（千葉県船橋市）・大

泉営業所（東京都練馬区）を開設し、営業力の強化をはかってまいりました。 

 この結果、当中間会計期間の業績は、売上高26,187,157千円（前中間会計期間比39.9％増）、経常利益1,954,000

千円（前中間会計期間比72.0％増）、中間純利益1,154,259千円（前中間会計期間比75.2％増）となりました。 

 なお、事業部門別の状況については、当中間会計期間も本業である戸建住宅を中心とした不動産分譲事業に経営資

源を集中した結果、不動産分譲事業の売上高は25,966,128千円（前中間会計期間比40.1％増）で売上高構成99.2％、

その他事業の売上高は221,028千円（前中間会計期間比19.2％増）で売上高構成比0.8％となっております。  

(2) キャッシュ・フロー 

   当中間会計期間における「現金及び現金同等物」（以下、「資金」という。）は、主に営業活動によるキャッシ

ュ・フローでの資金の獲得によって前事業年度末から2,554,394千円増加して4,778,307千円となりました。 

   当中間会計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因等については次のとおりであります。 

  （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   当中間会計期間における営業活動の結果、獲得した資金は2,016,490千円（前中間会計期間は9,006,550千円の使

用）となりました。 

   これは主に、税引前中間純利益の増加、及び積極的な販売促進によるたな卸資産の減少等によるものであります。

  （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   当中間会計期間における投資活動の結果、使用した資金は2,495千円（前中間会計期間は7,749千円の獲得）となり

ました。 

   これは主に、有形固定資産の売却による収入があったものの、有形固定資産の取得及び投資有価証券等の取得等に

よる支出があったことによるものであります。 

  （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   当中間会計期間における財務活動の結果、獲得した資金は540,400千円（前中間会計期間は3,809,240千円の獲得）

となりました。 

   これは主に、12月の仕入決済増加に対応すべく、短期借入金の調達を増やしたために短期借入金の残高が増加した

ことによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．件数欄については、戸建住宅の棟数を表示しております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注実績 

 当社は見込み生産を行なっているため、該当事項はありません。 

(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

不動産分譲事業（戸建住宅）の地域別販売実績は、次のとおりであります。 

 （注）１．件数欄については、戸建住宅及び宅地分譲の棟数を表示しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．前年同期における群馬県での販売実績は、2件 32,701千円であります。 

事業部門別 品目 

当中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

件数 金額（千円） 前年同期比（％） 

不動産分譲 
戸建住宅 794 23,114,356 △25.3 

マンション － － － 

合計 794 23,114,356 △25.3 

事業部門別 品目 

当中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

件数 金額（千円） 前年同期比（％） 

不動産分譲 

戸建住宅 938 25,523,428 39.9 

宅地分譲 17 442,700 53.3 

マンション － － － 

小計 955 25,966,128 40.1 

その他 

請負工事 14 154,823 36.2 

賃貸 － 7,005 16.7 

その他 － 59,199 △9.8 

 小計 － 221,028 19.2 

合計 － 26,187,157 39.9 

地域 件数 金額（千円） 前年同期比（％） 

東京都 177 6,328,088 94.3 

埼玉県 228 5,450,679 △4.7 

神奈川県 130 4,120,565 16.5 

千葉県 365 8,871,852 86.4 

群馬県 － － － 

茨城県  21 273,842 197.4 

愛知県  34 921,099 △18.8 

合計 955 25,966,128 40.1 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題についての重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当社では、業績の更なる拡大を図るための安定的かつ機動的な土地仕入資金等の確保を目的として、取引金融機関

5行と総額125億円の当座貸越契約を締結しております。 

 また、これらの契約の中には、借入人の財政状態を一定の水準以上に維持すること等の制限条項が含まれておりま

す。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、新たに確定した設備の新設の計画は、次のとおりであります。 

事業所名 所在地 設備の内容 

投資予定金額 
資金調達方
法 

着手及び完了予定 

総額 
（百万円）

既支払額 
（百万円）

着手 完了 

本社 
東京都 

西東京市 
土地・建物 2,803 － 

借入金及び

自己資金 
平成19年２月 平成21年２月

仙台南営業所 宮城県仙台市 土地・建物 100 5 自己資金 平成18年10月 平成19年４月

鎌ヶ谷営業所 
千葉県 

鎌ヶ谷市 
土地・建物 107 63 自己資金 平成18年10月 平成19年４月

名古屋支店 
愛知県 

名古屋市 
土地・建物 73 2 自己資金 平成19年２月 平成19年４月



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 432,000 

計 432,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年11月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成19年２月９日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 240,400 240,400 
東京証券取引所 

市場第一部 
－ 

計 240,400 240,400 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成18年6月1日～ 

 平成18年11月30日 
－ 240,400 － 1,429,020 － 1,493,085 



(4）【大株主の状況】 

（注）１．上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数は、全て信託業務に係る株式数であります。 

なお、それらの内訳については、投資信託設定株数692株、年金信託設定株数2,407株、その他信託株数652株

となっております。 

２．上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式は、全て信託業務に係る株式数であります。 

なお、それらの内訳については、投資信託設定株数641株、年金信託設定株数445株、その他信託株数474株、

その他株数8株となっております。 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）完全議決権株式（その他）の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が8株含まれております。 

   なお、議決権の数の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数8個が含まれておりません。 

  平成18年11月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

山本 重穂 東京都武蔵野市 75,000 31.19 

飯田 和美 東京都杉並区 51,600 21.46 

有限会社一商事 東京都西東京市富士町4－33－15 16,800 6.98 

有限会社フォレスト 東京都武蔵野市西久保1－3－7 12,000 4.99 

森 和彦 東京都武蔵野市 10,000 4.15 

田中 敏子 東京都西東京市 4,200 1.74 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町2－11－3  3,751 1.56 

タクトホーム従業員持株会 東京都西東京市東伏見3－8－13  3,538 1.47 

株式会社飯田産業 東京都武蔵野市境2－2－2 2,220 0.92 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海1－8－11 1,568 0.65 

計 － 180,677 75.15 

  平成18年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  240,400  240,392 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 240,400 － － 

総株主の議決権 － 240,392 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日から当半期報告書の提出日までにおける役員の異動は、ありません。 

  平成18年11月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成18年6月 7月 8月 9月 10月 11月 

最高（円） 88,000 92,000 103,000 122,000 119,000 107,000 

最低（円） 71,500 77,000 83,000 91,800 104,000 85,000 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年6月1日から平成17年11月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間（平成18年6月1日から平成18年11月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年6月１日から平成17年11月30日まで）

及び当中間会計期間（平成18年6月１日から平成18年11月30日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人によ

る中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社には子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成17年11月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年11月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１.現金及び預金  1,782,568   4,789,307   2,231,913   

２.たな卸資産 ※３ 25,211,398   20,269,817   21,287,935   

３.その他  ※４ 282,721   477,361   493,490   

流動資産合計   27,276,688 94.1  25,536,486 93.8  24,013,338 93.4 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１ 1,208,824   1,155,661   1,214,672   

２．無形固定資産  9,348   7,610   8,479   

３．投資その他の資
産 

※２ 480,113   515,499   483,019   

固定資産合計   1,698,287 5.9  1,678,771 6.2  1,706,171 6.6 

資産合計   28,974,975 100.0  27,215,257 100.0  25,719,510 100.0 

           

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形  3,079,736   2,569,220   2,640,660   

２．営業未払金  1,761,695   2,510,545   2,723,434   

３．短期借入金 ※３ 10,802,300   4,651,000   3,500,000   

４.１年内償還予定社
債  

  500,000   500,000   500,000   

５．未払法人税等  462,702   904,663   1,124,464   

６．その他 ※４ 542,022   869,980   586,421   

流動負債合計   17,148,457 59.2  12,005,409 44.1  11,074,979 43.1 

Ⅱ 固定負債           

１．社債   500,000   2,000,000   2,250,000   

２．退職給付引当金  52,031   56,137   51,832   

３．役員退職慰労引
当金  147,900   173,400   158,300   

４．その他  8,275   8,275   8,275   

固定負債合計   708,207 2.4  2,237,813 8.2  2,468,408 9.6 

負債合計   17,856,664 61.6  14,243,222 52.3  13,543,387 52.7 

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成17年11月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年11月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   1,429,020 4.9  －   －  

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  1,493,085   －   －   

資本剰余金合計   1,493,085 5.2  －   －  

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  41,186   －   －   

２．任意積立金  298   －   －   

３．中間（当期）未
処分利益  8,136,069   －   －   

利益剰余金合計   8,177,554 28.2  －   －  

Ⅳ その他有価証券評
価差額金   18,652 0.1  －   －  

資本合計   11,118,311 38.4  －   －  

負債資本合計   28,974,975 100.0  －   －  

           

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１．資本金   －   1,429,020 5.2  1,429,020 5.6

２．資本剰余金           

  資本準備金  －   1,493,085   1,493,085   

  資本剰余金合計   －   1,493,085 5.5  1,493,085 5.8

３．利益剰余金           

（１）利益準備金  －   41,186   41,186   

（２）その他利益剰
余金           

特別償却準備
金  －   140   140   

繰越利益剰余
金  －   9,992,526   91,198,867   

 利益剰余金合計   －   10,033,852 36.9  9,240,193 35.9

株主資本合計   －   12,955,957 47.6  12,162,298 47.3 

Ⅱ 評価・換算差額等           

  その他有価証券
評価差額金  －   16,077   13,824   

評価・換算差額等
合計   －   16,077 0.1  13,824 0.0 

純資産合計   －   12,972,035 47.7  12,176,122 47.3 

負債純資産合計   －   27,215,257 100.0  25,719,510 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   18,720,247 100.0  26,187,157 100.0  46,910,937 100.0 

Ⅱ 売上原価   16,003,091 85.5  22,164,627 84.6  39,970,058 85.2 

売上総利益   2,717,156 14.5  4,022,530 15.4  6,940,878 14.8 

Ⅲ 販売費及び一般管
理費   1,486,800 7.9  2,042,323 7.8  3,327,216 7.1 

営業利益   1,230,355 6.6  1,980,206 7.6  3,613,661 7.7 

Ⅳ 営業外収益 ※１  4,867 0.0  5,822 0.0  58,755 0.1 

Ⅴ 営業外費用 ※２  98,866 0.5  32,028 0.1  179,654 0.4 

経常利益   1,136,356 6.1  1,954,000 7.5  3,492,762 7.4 

Ⅵ 特別利益    －    166 0.0  5,500 0.0 

Ⅶ 特別損失    375 0.0  58 0.0  37,023 0.0 

税引前中間（当
期）純利益   1,135,980 6.1  1,954,108 7.5  3,461,239 7.4 

法人税、住民税
及び事業税  439,499   876,627   1,528,169   

法人税等調整額  37,815 477,314 2.6 △76,777 799,849 3.1 △28,634 1,499,535 3.2 

中間（当期）純
利益   658,665 3.5  1,154,259 4.4  1,961,704 4.2 

前期繰越利益   7,477,403   －   －  

中間配当額   －   －   －  

中間（当期）未
処分利益   8,136,069   －   －  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

          当中間会計期間（自 平成18年6月1日 至 平成18年11月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
資本 

準備金 

資本 

剰余金 

合計 

利益 

準備金 

その他利益剰余金 

利益剰余金合計 
特別償却 

準備金 

繰越利益 

剰余金 

平成18年5月

31日残高 

（千円） 

1,429,020 1,493,085 1,493,085 41,186 140 9,198,867 9,240,193 12,162,298 

中間会計期間

中の変動額 
        

剰余金の配

当 
     △360,600 △360,600 △360,600 

中間純利益      1,154,259 1,154,259 1,154,259 

株主資本以

外の項目の

中間会計期

間中の変動

額（純額） 

        

中間会計期間

中の変動額合

計 

（千円） 

－ － － － － 793,659 793,659 793,659 

平成18年11月

30日残高 

（千円） 

1,429,020 1,493,085 1,493,085 41,186 140 9,992,526 10,033,852 12,955,957 

 

評価・換算差額等 
純資産 

合計 その他有価証券

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

平成18年5月

31日残高 

（千円） 

13,824 13,824 12,176,122 

中間会計期間

中の変動額 
   

剰余金の配

当 
  △360,600 

中間純利益   1,154,259 

株主資本以

外の項目の

中間会計期

間中の変動

額（純額） 

2,253 2,253 2,253 

中間会計期間

中の変動額合

計 

（千円） 

2,253 2,253 795,912 

平成18年11月

30日残高 

（千円） 

16,077 16,077 12,972,035 



          前事業年度（自 平成17年6月1日 至 平成18年5月31日） 

  

株主資本  

資本金  

資本剰余金  利益剰余金  

株主資本合計 

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金 

その他利益剰余金  
利益剰余金合

計  特別償却準備

金 
繰越利益剰余金

平成17年5月31

日残高（千円） 
1,429,020 1,493,085 1,493,085 41,186 457 7,934,004 7,975,648 10,897,753 

事業年度中の変

動額 
                

特別償却準備

金の取崩し 
    △158 158 － － 

特別償却準備

金の取崩し 
    △158 158 － － 

剰余金の配当      △456,760 △456,760 △456,760 

当期純利益      1,961,704 1,961,704 1,961,704 

剰余金の配当

（中間配当

額) 

     △240,400 △240,400 △240,400 

株主資本以外

の項目の事業

年度中の変動

額（純額） 

        

事業年度中の変

動額合計 

（千円） 

－ － － － △317 1,264,862 1,264,544 1,264,544 

平成18年5月31

日残高（千円） 
1,429,020 1,493,085 1,493,085 41,186 140 9,198,867 9,240,193 12,162,298 

  

評価・換算差額等  

純資産合計 その他有価証券

評価差額金  

評価・換算差額

等合計 

平成17年5月31日残

高（千円） 
15,753 15,753 10,913,507 

事業年度中の変動

額 
      

特別償却準備金

の取崩し 
  － 

特別償却準備金

の取崩し 
  － 

剰余金の配当   △456,760 

当期純利益   1,961,704 

剰余金の配当 

（中間配当額) 
  △240,400 

株主資本以外の

項目の事業年度

中の変動額（純

額）  

△1,929 △1,929 △1,929 

事業年度中の変動

額合計（千円） 
△1,929 △1,929 1,262,615 

平成18年5月31日残

高（千円） 
13,824 13,824 12,176,122 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間会計期間 

 （自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

当中間会計期間 
 （自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度の要約キャッシ
ュ・フロー計算書 
 （自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー     

税引前中間（当期）純利
益  1,135,980 1,954,108 3,461,239 

減価償却費  29,645 19,092 61,375 

賞与引当金の減少額  △113,648 △86,936 △26,712 

退職給付引当金の増加額  11,378 4,305 11,179 

役員退職慰労引当金の増
加額  10,400 15,100 20,800 

貸倒引当金の減少額  － － △5,500 

受取利息及び受取配当金  △2,838 △2,762 △6,114 

支払利息及び社債利息  72,967 32,028 118,478 

有形固定資産除却損   375 58 375 

有形固定資産売却益  － △166 － 

たな卸資産の減少額（△
増加額）  △8,772,497 1,018,118 △4,849,034 

その他の資産の減少額 
（△増加額）  40,116 103,006 △114,864 

仕入債務の増加額（△減
少額）  △596,141 △284,329 △73,478 

その他の負債の増加額 
（△減少額）  15,363 371,656 △22,607 

小計  △8,168,899 3,143,280 △1,424,861 

利息及び配当金の受取額  2,857 2,761 6,132 

利息の支払額  △65,147 △34,387 △103,027 

法人税等の支払額  △775,360 △1,095,164 △1,209,156 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー  △9,006,550 2,016,490 △2,730,912 

 



  
前中間会計期間 

 （自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

当中間会計期間 
 （自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度の要約キャッシ
ュ・フロー計算書 
 （自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー     

定期積金の預入による支
出  △12,000 △3,000 △15,000 

定期積金の払戻による収
入  41,000 － 41,000 

投資有価証券等の取得に
よる支出  △30 △18,000 － 

投資有価証券等の売却に
よる収入   10 － － 

出資金の取得による支
出   － △90 △60 

出資金の売却による収
入   － － 10 

有形固定資産の取得によ
る支出  △17,230 △29,984 △55,793 

有形固定資産の売却によ
る収入  － 48,578 － 

無形固定資産の取得によ
る支出  △4,000 － △4,000 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー  7,749 △2,495 △33,843 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー     

短期借入金の純増加額
（△減少額）  3,391,300 1,151,000 △3,911,000 

長期借入金の返済による
支出  △125,300 － △125,300 

社債の発行による収入   1,000,000 － 3,000,000 

社債の償還による支出   － △250,000 △250,000 

配当金の支払額  △456,760 △360,600 △697,160 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー  3,809,240 540,400 △1,983,460 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加
額（△減少額）  △5,189,560 2,554,394 △4,748,216 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首
残高  6,972,129 2,223,913 6,972,129 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 

※ 1,782,568 4,778,307 2,223,913 

     



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定） 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格  

等に基づく時価法（評  

価差額は全部純資産直

入法より処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定） 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

販売用不動産、仕掛販売用

不動産及び未成工事支出金 

個別法による原価法 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附

属設備は除く）については、

定額法。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附

属設備は除く）については、

定額法。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

(1)有形固定資産 

     定率法 

 ただし、平成10年４月１日 

以降に取得した建物（建物附 

族設備は除く）については、 

定額法。 

 なお、主な耐用年数は以下 

のとおりであります。  

 建物 11～50年

車両運搬具 ２～６年

工具器具備品 ３～20年

建物 11～50年

工具器具備品 ３～20年

建物 11～50年

車両運搬具 ２～６年

工具器具備品 ３～20年

 (2）無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づいております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個

別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2) 役員賞与引当金 

－  

(2) 役員賞与引当金 

    役員に対する賞与支払に備え

    て、役員賞与支給見込額の当中

   間会計期間負担額を計上してお

    ります。 

(2) 役員賞与引当金 

     役員に対する賞与支払に備え 

    て、役員賞与支給見込額の当期 

   負担額を計上しております。 

  

 (3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、退職給付会計に関する実務

指針（中間報告）（日本公認会

計士協会 会計制度委員会報告

第13号）に定める簡便法によ

り、自己都合退職による中間会

計期間末要支給額から中小企業

退職金共済事業団からの給付金

相当額を控除した金額を計上し

ております。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、退職給付会計に関する実務

指針（中間報告）（日本公認会

計士協会 会計制度委員会報告

第13号）に定める簡便法によ

り、自己都合退職による期末要

支給額から中小企業退職金共済

事業団からの給付金相当額を控

除した金額を計上しておりま

す。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金規程

に基づく中間会計期間末要支給

額を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金規程

に基づく期末要支給額を計上し

ております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

①税抜方式によっております。 

②控除対象外消費税等は、固定

資産に係るものは投資その他の

資産の「その他」に計上し５年

間で均等償還を行っており、そ

れ以外は発生年度の期間費用と

しております。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 

（自 平成17年６月１日 

至 平成17年11月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年６月１日 

至 平成18年11月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年６月１日 

至 平成18年５月31日） 

（役員賞与に関する会計基準） 

当中間会計期間より、「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年

11月29日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

－ 

  

（役員賞与に関する会計基準） 

当事業年度より、「役員賞与に関する会計

基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。  

 － 

  

－  

  

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会 

   計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の 

部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第

5号 平成17年12月9日)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準適用指針第8号 平成17年

12月9日)を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

12,176,122千円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事

業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。  

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。  

－ 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

   当事業年度より、固定資産の減損に係る 

 会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準 

 の設定に関する意見書」（企業会計審議会  

 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損 

 に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準 

 適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用 

 しております。 

  これによる損益に与える影響はありませ

ん。  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年11月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年11月30日） 

前事業年度末 
（平成18年５月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

       265,729千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

              196,758千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

              296,590千円 

※２ 投資その他の資産に係る貸倒引当金 

      5,500千円 

※２       － 

            

※２       － 

           

※３ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。 

※３       － 

  

※３       － 

  

(1) 担保に供している資産     

担保権の設定が留保されているたな卸

資産（土地及び建物）が95,074千円あり

ます。 

   

      

(2) 上記に対する債務     

短期借入金       56,000千円   

※４ 消費税等の取扱 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動資産の「その他」に含めて表示して

おります。 

※４ 消費税等の取扱 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含めて表示して

おります。 

※４        － 

５ 当社では、土地仕入資金の効率的な調達

を目的として、取引銀行３行と当座貸越

契約及び貸出コミットメント契約を締結

しております。これら契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残高は次のと

おりであります。  

当座貸越極度額及

び貸出コミットメ

ントの総額 

  10,000,000千円

借入実行残高    8,159,500千円

差引額    1,840,500千円

５ 当社では、土地仕入資金等の効率的な調

達を目的として、取引銀行５行と当座貸

越契約を締結しております。この契約に

基づく当中間会計期間末の借入未実行残

高は次のとおりであります。  

  

当座貸越極度額 12,500,000千円

借入実行残高    3,680,000千円

差引額 8,820,000千円

５ 当社では、土地仕入資金の効率的な調達

を目的として、取引銀行３行と当座貸越契約

及び貸出コミットメント契約を締結しており

ます。これら契約に基づく当事業年度末の借

入未実行残高は次のとおりであります。 

  

当座貸越極度額及

び貸出コミットメ

ントの総額 

  10,000,000千円

借入実行残高    3,200,000千円

差引額    6,800,000千円

前中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息    98千円

受取配当金    2,739千円

受取利息      29千円

受取配当金    2,732千円

受取利息      104千円

受取配当金    6,009千円

安全協力会収受金   50,583千円 

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息   72,967千円 支払利息   24,411千円 支払利息  112,647千円

 ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額 

有形固定資産  28,776千円

無形固定資産    868千円

有形固定資産   18,223千円

無形固定資産     868千円

有形固定資産   59,637千円

無形固定資産   1,738千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間 （自 平成18年6月1日 至 平成18年11月30日） 

1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  

2. 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

前事業年度 （自 平成17年6月1日 至 平成18年5月31日） 

1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

2. 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  
前事業年度末株式数 

（株） 

当中間会計期間増加株

式数 

（株） 

当中間会計期間減少株

式数 

（株） 

当中間会計期間末株式

数 

（株） 

 発行済株式     

   普通株式 240,400 － － 240,400

 合計 240,400 － － 240,400

 決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

1株当たり配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年8月28日 

定時株主総会  
 普通株式 360,600 1,500 平成18年5月31日 平成18年8月29日 

 決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

1株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年1月12日 

取締役会 
普通株式 240,400 利益剰余金 1,000

平成18年11月30

日 
平成19年2月13日

  
前事業年度末株式数 

（株） 

当事業年度増加株式数

（株） 

当事業年度減少株式数

（株） 

当事業年度末株式数 

（株） 

 発行済株式     

   普通株式 240,400 － － 240,400

 合計 240,400 － － 240,400

 決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

1株当たり配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

平成17年8月26日 

定時株主総会  
 普通株式 456,760 1,900 平成17年5月31日 平成17年8月29日 

平成18年1月13日 

取締役会  
 普通株式 240,400 1,000 平成17年11月30日 平成18年2月13日 

 決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

1株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年8月28日 

定時株主総会 
普通株式 360,600 利益剰余金 1,500 平成18年5月31日 平成18年8月29日



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に記載されている科目の金額

との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に記載されている科目の金額

との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に記載されている科目の金額との関係 

（平成17年11月30日現在） （平成18年11月30日現在） （平成18年５月31日現在） 

現金及び預金勘定  1,782,568千円

預入期間が３ヶ月を超える定

期積金 
－千円

現金及び現金同等物  1,782,568千円

現金及び預金勘定  4,789,307千円

預入期間が３ヶ月を超える定

期積金 
 △11,000千円

現金及び現金同等物  4,778,307千円

現金及び預金勘定  2,231,913千円

預入期間が３ヶ月を超える定

期積金 
   △8,000千円

現金及び現金同等物  2,223,913千円

前中間会計期間 
 （自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

当中間会計期間 
 （自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度 
 （自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

 リース取引については、いずれも事業内容

に照らして重要性が乏しく、また、リース契

約１件当たりの金額が少額なため、記載を省

略しております。 

１． リース物件の所有者が借主に移転す 

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

事業内容に照らして重要性が乏しく、ま

た、リース契約１件当たりの金額が少額

名ため、記載を省略しております。 

  

２． オペレーティング・リース取引 

   （借主側） 

    未経過リース料 

１年内  12,165千円

１年超  15,154千円

合計  27,320千円

 リース取引については、いずれも事業内容

に照らして重要性が乏しく、また、リース契

約１件当たりの金額が少額なため、記載を省

略しております。 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年11月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末（平成18年11月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

前事業年度（平成18年5月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年11月30日）、当中間会計期間（自 平成18年６月１日

至 平成18年11月30日）及び前事業年度（自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日） 

当社はデリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 26,061 57,510 31,448 

合計 26,061 57,510 31,448 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 169,750 

 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 26,061 53,170 27,108 

合計 26,061 53,170 27,108 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 187,750 

 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

株式 26,061 49,370 23,308 

合計 26,061 49,370 23,308 

 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 169,750 

前中間会計期間 
 （自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

当中間会計期間 
 （自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度 
 （自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

 関連会社に対する投資の重要性が乏しいた

め、記載を省略しております。 

同左 同左 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
 （自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

当中間会計期間 
 （自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度 
 （自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

１株当たり純資産額      46,249円22銭

１株当たり中間純利益

金額 
     2,739円87銭

１株当たり純資産額     53,960円21銭

１株当たり中間純利益

金額 
     4,801円41銭

１株当たり純資産額      50,649円43銭

１株当たり当期純利益

金額 
     8,160円17銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 
前中間会計期間 

 (自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日) 

当中間会計期間 
 (自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日) 

前事業年度 
 (自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

中間（当期）純利益（千円） 658,665 1,154,259 1,961,704 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 658,665 1,154,259 1,961,704 

普通株式の期中平均株式数（株） 240,400 240,400 240,400 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
 （自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

当中間会計期間 
 （自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度 
 （自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

平成17年12月２日開催の当社取締役会にお

いて、第３回無担保社債の発行を決議いたし

ました。 

その概要については、次のとおりでありま

す。 

１．発行金額   金2,000,000千円 

２．各社債の金額 金100,000千円の１種 

３．発行価額   額面100円につき100円 

４．償還金額   額面100円につき100円 

５．利率     年0.21％ 

６．期限及び償還方法 

  社債発行日より３年間、満期一括償還 

７．発行日    平成17年12月29日 

８．財務代理人  株式会社東京三菱銀行 

９．登録機関   株式会社東京三菱銀行 

10．資金使途   事業資金 

－ － 



(2）【その他】 

    平成19年1月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関して次のとおり決議いたしました。 

（注）平成18年11月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対して支払いを行います。 

① 中間配当による配当金の総額 240,400千円 

② 1株当たりの金額 1,000円 

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成19年2月13日 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第23期）（自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日）平成18年８月28日関東財務局長に提出。  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成１８年２月１０日

タクトホーム株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 太田 恵子   印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 宮入 正幸   印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 井村 順子   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているタク

トホーム株式会社の平成１７年６月１日から平成１８年５月３１日までの第２３期事業年度の中間会計期間（平成１７年

６月１日から平成１７年１１月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間

キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、タクトホーム株式会社の平成１７年１１月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成 

１７年６月１日から平成１７年１１月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成１９年２月９日

タクトホーム株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 太田 恵子   印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 井村 順子   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているタク

トホーム株式会社の平成１８年６月１日から平成１９年５月３１日までの第２４期事業年度の中間会計期間（平成１８年

６月１日から平成１８年１１月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株

主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、タクトホーム株式会社の平成１８年１１月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成 

１８年６月１日から平成１８年１１月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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